
令和２年度11月補正予算（案）

１　補正予算（案）の概要

○一般会計総額 54億6,290万円 の補正

　　うち新型コロナ対策 46億875万円（対策経費の累計額 1,353億6,627万円）

○主な内容

　　⑴新型コロナの感染拡大防止、医療提供体制の整備等

　　⑵経済の活性化、デジタル化の推進

　　⑶安全・安心の確保、社会基盤整備

　　⑷その他

２　補正予定額

⑴ 一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 714,872,032 114,808,636 56,208,400 155,270,968 388,584,028

補正予定額 5,462,896 4,839,625 △28,800 901,777 △249,706

合　計 720,334,928 119,648,261 56,179,600 156,172,745 388,334,322

⑵ 特別会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

82,083,502 17,626 82,101,128

歳　入 34,331,860 17,429 34,349,289

歳　出 36,236,971 35,022 36,271,993

6,429,016 711,000 7,140,016

令和２年11月19日
経営管理部財政課

金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考区　分

会　　計　　名

特別高額医療費共同事業に係る
拠出金

マイナンバーカードによる資格
確認システム導入等による増額

備      考

利益剰余金の一般会計への繰出

国民健康保険特別会計

電気事業会計（歳出）

病院事業会計

(参考) 一般会計11月補正額等の推移 （単位：百万円）

Ｒ２ Ｒ元 Ｈ30 Ｈ29 Ｈ28 Ｈ27

5,463 1,878 2,252 2,678 1,957 10,212

720,335 568,378 561,996 560,875 584,873 580,440

11月補正額

11月現計額



１　新型コロナの感染拡大防止、医療提供体制の整備等

（１）感染拡大防止対策の強化、医療提供体制の整備
（単位：千円）
［補正後現計］

拡 （健康課） 2,990,000

[13,085,000]

事業内容

財　　源

拡 （健康課） 465,500

[1,743,725]

事業内容

財　　源

拡 （総合交通政策室） 73,000

[123,000]

事業内容

財　　源

（２）事業の継続、県民生活への支援

新 （観光振興室） 24,000

[24,000]

事業内容

財　　源

拡 （厚生企画課） 673,000

[1,973,000]

事業内容

財　　源

新型コロナ感染症患者等の入院病床の確保

特定機能病院に対する区分の創設・基準額の引上げ

　新型コロナ疑い患者を受け入れる救急告示病院や精神科救急医療機関の感染
防止対策・設備整備等を支援（従前は帰国者接触者外来設置病院のみが対象）

①支援金の支給
②消毒経費や設備整備等への支援

新型コロナ疑い患者受入れ医療機関の院内感染防止対策

緊急包括支援交付金（国10/10）

　入院病床の確保に対する国補助基準額の引上げに伴う増額

　地域公共交通事業者が国事業を活用して実施する衛生対策や感染防止対策へ
の上乗せ支援について、国支援増額に伴い県分を増額するもの

駅・車両の衛生対策、実証運行実施などへの支援

緊急包括支援交付金（国10/10）

地域公共交通における感染拡大防止対策への支援

生活福祉資金貸付原資の増額

地方創生臨時交付金（国10/10）

貸切バスツアーの利用促進に向けた支援

　新型コロナの影響により利用が減少している貸切バスの利用促進のため、県
内を周遊するバスツアーに対して支援

県内の貸切バスを使用した県内バスツアーへの支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

個人向けに緊急小口資金・総合支援資金を県社会福祉協議会
が貸付け
（原則最大80万円貸付可、償還(返済)免除制度あり）

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国10/10）

　新型コロナの影響を受けた収入減少世帯への特例貸付の申請期間延長（９月
末→12月末）に伴い、必要な貸付原資を県社会福祉協議会に追加交付



２　経済の活性化、デジタル化の推進

新 （企画調整室） 4,000

[4,000]

財　　源

拡 （経営支援課） 2,800

[10,000]

財　　源

新 （農林水産企画課） 18,000

[18,000]

財　　源

新 （情報政策課） 9,038

[9,038]

事業内容

財　　源

新 （情報政策課） 433,000

[433,000]

事業内容

財　　源

３　安全・安心の確保、社会基盤整備

（１）安全・安心の確保

新 （医務課） 131,271

[131,271]

事業内容

財　　源

①マイナンバーカード取得促進に向けた支援員の市町村への
　派遣等
②健康保険証利用（R3.3～）の周知

富山県「成長戦略会議」の創設

　新型コロナの影響を乗り越え、新しい富山県の経済・産業・社会のビジョン
や戦略を策定するため、有識者等からなる「成長戦略会議」を設置

①行政手続きのデジタル化等に対応可能な環境整備
②Ｗｅｂ会議等に対応可能な執務用端末の整備

地方創生臨時交付金（国10/10）

医療機関における働き方改革への支援

中小・小規模事業者等の経営相談体制の強化

マイナポイント事業費補助金（国10/10）

　新型コロナの影響の長期化に対応するため、県中小企業支援センターの相談
体制の強化（12月末まで１名増員）を３月末まで継続

地方創生臨時交付金（国10/10）

農林水産物の輸出拡大に向けた施設整備への支援

食料産業・６次産業化交付金（国10/10）

マイナンバーカードの取得促進

　行政のデジタル化の基盤となるマイナンバーカード取得促進に向け、市町村
への支援や健康保険証利用に向けた周知を実施

地方創生臨時交付金（国10/10）

庁内ＬＡＮネットワーク等の強化

　輸出先のニーズに対応したＨＡＣＣＰ等の基準を満たすため、県内食品製造
事業者の施設改修、機器整備を支援

　行政手続きのデジタル化、感染症拡大時のテレワークの大規模展開やWeb会
議等に対応するため、国財源を活用して県庁ネットワーク環境等を前倒し整備

　医師に対する時間外等労働時間の上限規制が令和６年４月から適用されるこ
とから、医療機関の働き方改革への取組みを支援

ＩＣＴ導入や休憩環境整備等のハード経費、補助職員雇用等
のソフト経費を支援

地域医療介護総合確保基金（10/10　※国２/３）



（子ども支援課） <725,505>

[38,592]

事業内容

（道路課） <100,607>

（道路課） <27,500>

（２）社会基盤整備

（管理課）
(農林水産企画課） <2,250,000>

４　その他

（財政課） △ 175,086

[△ 917,495]

(企業局経営管理課) 711,000

[711,000]

(人事課) △ 324,502

(人事課) △ 1,317

新型コロナの影響により中止・延期した事業の減額

　富山空港国際線利用促進事業やベトナム経済訪問団派遣など、中止・延期し
た事業の減額

　冬期間の道路の損傷復旧や農業農村整備等の工事を翌年度早期に着手するた
めのゼロ県債を設定し、切れ目のない発注と計画的な執行を進める

知事の給与の減額

電気事業会計の利益剰余金の一般会計への繰出し

　水源涵養、環境保全、地域活性化などの一般会計事業等を支援することによ
り、地域貢献に寄与

道路補修や農業農村整備等に係るゼロ県債の設定
　　　<Ｒ③債務負担行為設定>

高岡児童相談所の移転改築工事
　　　<Ｒ③債務負担行為設定>

定期道路パトロール業務の民間委託
　　　<Ｒ③債務負担行為設定>

　定期道路パトロール業務を来年度から民間委託に移行するとともに、ＩＣＴ
管理システムに路面のＡＩ解析等の機能を追加し、業務の効率化を図る

道路パトロール業務ＩＣＴ管理システムの整備
　　　<Ｒ③債務負担行為設定>

高岡総合庁舎隣接地に移転改築（R4.4供用開始予定）

　特例条例（11/９専決）に伴う知事給与の減額
（給料月額の20％、R2.11.9～R3.3.31）

人事委員会勧告に伴う給与費の減額

　期末手当の改定：△0.05月（期末・勤勉手当4.50月→4.45月）

　相談機能等の充実及び人員体制の強化に対応するための高岡児童相談所の移
転改築について、今年度中の工事入札・契約締結に向けて債務負担行為を設定



【参考：新型コロナ関連の国交付金の状況について】

⑴新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

⑵新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（地方単独分）

（一次配分額4,868、二次配分額12,700、三次配分見込額222、合計17,790）

※11月補正の所要額については、三次配分での見込額や他の国補助金
　増額分で対応

（単位：百万円）

予算計上額

４ 月 補 正 613

６ 月 補 正 19,141

９ 月 補 正 8,002

11 月 補 正 3,459

31,215

項　目　名

計

（単位：百万円）

予算計上額 うち11月補正

１　経済･雇用対策 5,682 7

２　観光･交通対策 1,866 97

３　デジタル化推進 2,815 433

４　学校･教育関係 3,604 4

５　子ども･高齢者等福祉関係 1,235 0

６　その他感染防止対策 896 35

７　その他(予備費執行残含) 1,692 19

17,790 595

項　目　名

計


